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平成 22生存 5月 31日

「独立行政法人の業務の実績に関する評価の視点」の送付について

今殺、さき委員会では、今後の二次評価除惑と災施ずる擦の視点として作年決定

し？と f独立行攻法人の業務の実績に関する言李総の観点J（－￥足立 21年 3jJ 30 

お政策評価・独立行政治人評価委員会）について、 jj!J添のとおり改正しまし

たので、各Hv省独立行政治人評価委員会の評価の参考に供ナベく送付するこ
とどいたしました。

会としては、上総 f視点Jに沿って、今後の二次官学締役行うことと

しておりますので、御承知おき緩います。



独立行政法人の業務の実績に製する評鑓の視点

平成21年3月30閃

政策静仮・独立行政法人評価委員会

改正平成22年5月31日

政策鮮側・独立行政法人評価委長会

政策評価・独立行政法人評側委E礼会（以ωドf当委員会j という。）は、各府守主
の独立行政法人評価委員会（以下「府守話線側委長会Jという。〉が行う独立行政

法人（以下「法人Jという 0）の業務の爽績に関する鮮側Jの結果について、当面、
以下の視点から二次評価を実施し、殺な行革主主恋人i漁船法｛平成立年法律第 103

号）第32条第5項（第34条第3壌で霊祭F閉される場合を含む。〉に基づく意見を

述べることとする。

多彩1 基本的な夜点

府守芸評儀委員会の祭儀においては、対委設となる絡部の法人の業務の沼的、

《毒事、性；僚に応じて様々な護軍鉱の綴点からの議絡が行われるが、当委員会に

おける議論の蓄積を含む独立行政法人総皮の施行後の運用実績を踏まえる

と、少なくとも次の3点については有終紙において共通に求められる基本的

な視点ということができる。

1 法人の業務に係る政策図的を踏まえて、その業績を評価していること 0

2 評価に際しては、常に、効率性、金滋倣毒事の向上による業績の増進、業

務の対象となる国民に対するサービスの償の向上を志向していること。

3 法人の業務の内容、業績の分析とそれに遺書づく評価、課題と展望を富民

に分かりやすく説明するこどによ弘法人多義務に対する医民の理解を深め

ることを志向しているとこと。

当委員会としては、評価安行うことにより、法人の業務に係る政策呂的主主

され、ひいては国民生活の向上が鶴られるべ舎であることを念頭に置き、

上述3つの読点について、予言i乙路短3愛護憲:a:争奪ちながら、府答言李総委員会の評
綴綾祭の遜IE伎が確保されているかiとついて際級会？？うこととする。その際、

核蓄率徳治宝以下の各法人iと尖巡する級車！J約な視点について適切に扱ってい

るかを穏心事項とする。

第2 41-法人iこ共通する個別的な視点
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1 政府方針等。法律、総議決定及びその他殺療の種々の号交差車交針〈以下 f政府方針j
という。｝において、法人が当該年度iこ互支号総むこととtされている事項に
ついての評僚や、府省言手f運委員会が耳立ち総生pことと2きれている評僚が、
約機に行われているか。

き議委員会が主務大直に通知した勧告の方向伎のう、、浅ま実年度において

取り組なこどとされている事項や、当委主竜会が府守留苦手紙委長会に通知した

塁手皮業務災綾評価意見において指摘した客演についての評価が的確に行

われているか。。当委員会がこれまで府省評価委員会に示してきた激務実績評価に関す
る関心事項毒事を踏まえた評価の取組が行われているか。。法人の業務等に係る国会審議、会計検査、予算執行総まま燃の指摘毒事項等
そi踏まえた評価が行われているか。

2 財務状況

( 1) ~当期総利益（又は当期総損失〉。当期総利益｛又は当期総損失〉の発生主要阪会言明らかにii;れているかn
た、当期総利益｛又は当惑絵模失〉の費量殺重警飽の分析告と行ったよで、

主筆談革審おが法人の業務運営；こ罪喜怒冬季があることによるものか念総設し、

総務漆苦言に問題等蓄があることが判明した場合にはさ議室室長喜怒宅撃をど踏まえ

た護軍僚が行われているか。

(2）利議剰余金｛又は繰越欠損金〉。利益剰余金が言十よされている場合、国民生活及び社会緩済の宏一定等の
公共上の見地から実施されることが必要な業務を滋行するという法人

の性絡に照らし過大な利益となっていなし、かについて符備が行われて

b、る方、。繰越欠損金が計上されてん、る場合、その解消昔卜衝の妥当性について評
側：きれている治、当該計画が策定されていない場合、米策定の理由の妥

潟性について検証が行われているか（既に過年度において線級欠損金の

解消音i阿が策定ii;れている場合の、同言十箇の見i寂しの必要悪役3えは兇依し
後の計閣の妥当性についての評価を含む）。

ii;らに、当該計画に従い解消が進んでいるかどうかについて評僚が行

われているか。

(3）選営費交付金債務。逃言葉年度iこ交付された運営費交付金のささま衰年後における米執行率が
、会議会において、運営費交付金主主衆執行となっている綾織が紛らかに
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されているか。

0 運営費交付金債務（運営費交付金の未執行）と業務運営との関係につ

いての分析を行った上で、当該業務に係る実績評価が適切に行われてい

る方、

3 保有資産の管理・運用等

( 1）保有資産全般の見直し

ア実物資産

0 実物資産について、保有の必要性、資産規模の適切性、有効活用の

可能性等の観点からの法人における見直しの状況及び結果について

の評価が行われているか。

見直しの結果、処分等又は有効活用を行うものとなった場合は、

その法人の取組状況や進捗状況等についての評価が行われているか。

0 政府方針を踏まえて処分等することとされた実物資産についての

処分等の取組状況が明らかにされているか。その上で取組状況や進

捗状況等についての評価が行われているか。

イ金融資産

0 金融資産について、保有の必要性、事務・事業の目的及び内容に

照らした資産規模の適切性についての評価が行われているか。

0 資産の売却や国庫納付等を行うものとなった場合は、その法人の

取組状況や進捗状況等についての評価が行われているか。

ウ知的財産等

0 特許権等の知的財産について、法人における保有の必要性の検討

状況についての評価が行われているか。

0 検討の結果、知的財産の整理等を行うことになった場合は、その

法人の取組状況や進捗状況等についての評価が行われているか。

(2）資産の運用・管理

ア実物資産

0 活用状況等が不十分な場合は、原因が明らかにされているか。そ

の妥当性についての評価が行われているか。

0 実物資産の管理の効率化及び自己収入の向上に係る法人の取組に

ついての評価が行われているか。

イ金融資産

a）資金の運用

0 資金の運用について、次の事項が明らかにされているか。（垣に

ついては事前に明らかにされているか。）
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i 

ii 

のき軽織

の姦本的方針｛具体的な投資行動のゑ忌決定主体、

に係る労務大箆、法人、運用委託先間の責任分担の考え方

、草署長護者等成、遼用楽祭を言手｛訴するたきちの基準〈以下 f漆用方

としもうJ
0 2霊長訟の意義綴体織の整鱗状況についての評鍾が行われているかの
0 議普通設の役務、渡潟方針等IJ)設定主体及び規定内容を踏まえて、
主義人の資妊について十分に分析しているか。

も） 債権の管潔毒事。貸付金、米収会宅事の債権について、回収計画が策定されている
か。悶ltR費十闘が策定されていない場合、その理由の妥当性につい
ての検況が行われているか。。泊収昔十衝の災施状況についての評価が行われているか。評価に際
し、 i）剣倒懸念｛僚機・破謀長更生債権等の金額やその貸付金等残高

に占める割合が全勢力日している場合、立）計画と実績に差がある場合

の華客凶分析会行っているか。

0 回収状況絡会踏まえ悶収針閣の見直しの必要性等の検討が行わ
れているか。

ウ 知的財B患者事
0 特許権者事の知的財産量について、特許出願や知的財産活用に認する

針の策定状況や体制の空襲機状況についての評価が行われているか心。実施許諾母約こ請さやていない知的財産の活用を推進するための取組
についての務総が行われているか。

4 人件費署管議

(1) 給与水準

0 E語家公務長設と主主ぺて給与7j(獲の高い法人について、以下のような緩点
から厳格なチぉツグが行われているか。

’ 給与水準の潟い議室ぬ及び議ずる議機（法人の設定する呂襟水準を会
む）についての欲人の説明が、国民に対して納得の得られるものと

なやているかP

帯 法人の給与水畿自体が技会的な理主解の得られる水準となっているか。

0 習の財欲叉尚割合の大念い法人及ひ争累積欠損金のある法人について、

額の財政支出規緩や感積欠損の状況を踏まえた給与水準の適切性に関

する法人のお金統状況告とチコにツクしているか。

(2) 総人件費
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0 取組開始からの経過年数に応じ取組が順調であるかどうかについて、

法人の取組の適切性について検証が行われているか。また、今後、削減

目標の達成に向け法人の取組を促すものとなっているか。

(3) その他

0 法人の福利厚生費について、法人の事務・事業の公共性、業務運営の

効率性及び国民の信頼確保の観点、から、必要な見直しが行われているか。

5 契約

( 1) 契約に係る規程類、体制

0 契約方式等、契約に係る規程類について、整備内容や運用の適切性等、

必要な評価が行われているか。

0 契約事務手続に係る執行体制や審査体制について、整備・執行等の適

切性等、必要な評価が行われているか。

(2) 随意契約見直し計画

0 「随意契約見直し計画」の実施・進捗状況や目標達成に向けた具体的

取組状況について、必要な評価が行われているか。

(3) 個々の契約

0 個々の契約について、競争性・透明性の確保の観点から、必要な検証・

評価が行われているか。

6 内部統制

0 内部統制（業務の有効性・効率性、法令等の遵守、資産の保全、財務報

告等の信頼性）に係る取組についての評価が行われているか。

（注）内部統制に係る取組については、総務省の「独立行政法人におけ

る内部統制と評価に関する研究会」が平成22年3月に取りまとめた

報告書を参考とする。

7 関連法人

0 法人の特定の業務を独占的に受託している関連法人について、当該法人

と関連法人との関係が具体的に明らかにされているか。

当該関連法人との業務委託の妥当性についての評価が行われているか。

0 関連法人に対する出資、出えん、負担金等（以下「出資等」という。）

について、法人の政策目的を踏まえた出資等の必要性の評価が行われてい

る古、

（注） 関連法人：特定関連会社、関連会社及び関連公益法人（「独立行政法人会計

基準」（平成 12年2月 16日独立行政法人会計基準研究会）第 103連結の範

v
h
u
 



園、第 114関連会社等に対する持分法の適用、第125関連公益法人等の範囲

参照）

8 中期目標期間終了時の見直しを前提にした評価

0 中期目標期間終了時において、主務大臣が行う法人の組織・業務の全般

にわたる見直しを前提にした評価が行われているか。

9 業務改善のための役職員のイニシアティブ等についての評価

0 法人の業務改善のための具体的なイニシアティブを把握・分析し、評

価しているか。

【本視点の適用時期等】

0 本視点は、平成20年度の業務の実績に係る評価から適用する。

0 本視点の委員会決定に伴い、「独立行政法人の中期目標期間終了時の見直

し及び業務実績評価に関する当面の取組方針」（平成 19年7月 11日政策評

価・独立行政法人評価委員会決定）の記の2（業務実績評価に関する当面の

取組方針）は廃止する。

【改正後の本視点の適用時期】

0 平成 22年5月 31日政策評価・独立行政法人評価委員会決定による改正

後の本視点は、平成 21年度の業務の実績に係る評価から適用する。
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